
１　「国スポの開催意義」について

1
・国民スポーツ大会を開催する意義については、開催地のＰＲに繋がることや選手の育成・強化、
指導者の養成が図られること、大会開催を契機にスポーツ施設整備の充実に繋がること、地域住
民のスポーツへの関心が向上することなどの意見がある。

2
「体育」から「スポーツ」へ、「新しい大会へ。すべての人に、スポーツのチカラを。」をコンセプトに開
催した、新しい大会「ＳＡＧＡ２０２４」における、佐賀県の挑戦を理解された上で、ぜひ「国スポの開
催意義」をご検討いただきたい。

3

国スポは、近年、現実的にトップアスリートが参加する大会ではなくなりつつあると考える。各競技
のリーグ戦や全国大会など、他の試合との日程が重複することは避けられず、トップアスリートが
参加しやすい環境や時期を確保することが難しいのが実情である。そのため、競技レベルや参加
のハードルを限定せず、より多くの人が参加しやすい大会とすることが良いのではないかと考え
る。
また、選手選考の在り方についても、都道府県ごとにバラつきがある現状を踏まえ、共通の選考
基準を設けるなど、全国で公平性を確保するための改善が必要であると考える。

4
「国スポの開催意義」については、大会の目的、成果、そして社会に与える好影響などを明確にす
べく議論を優先すべきであると考える

5

大賛成である。選手たちが国スポに参加したいという気持ちは変わりはない。しかし、国民の多く
がこの国スポ荷注目しているかというと、そうではない。オリンピック選手、トップ選手が出るから
注目するのではなく、都道府県対抗の、グラスルーツの老若男女も出場し、県対抗で競える大会に
すべきである。現在は、そのスポーツ種目、もしくは、選手のみが目標にしており、開催県以外が注
目しているとは思われない。様々な問題点は違う項目で返答していくが、50年に1度、開催がま
わってくることでスポーツ施設のみならず、道路、空港、駅などの整備が進んでいることも事実で
ある。トップ選手が継続的に出場することができるかは、種目によっても違う。またオリンピックの
年なのか否かによっても変わってくる。どちらかといえば、トップ選手よりも多くの国民、グラス
ルーツの方が参加できるスポーツ種目も増やしていくことが望まれる。また、主となる陸上、水泳
といった比較的施設整備が整っている、もしくは整えやすい競技は、開催県で開催すべきである
が、その他はその種目の施設が整い、聖地化しているところなどで行うことで負担が少なくなると
思われる。それによって継続可能な大会になっていくのではないか。

6
昨今社会全体的に人間関係が希薄化されている中、スポーツを通じて様々な出会いや人々の絆
を深まる効果が期待できる。

7
選択と集中が大事だと思います。中、高校生、大学生は、それぞれ全中、インターハイ、インカレと
いう格上の日本一決定戦が別にあるので、「社会人日本一決定戦」に集中することで、スリム化も
図れ、スポンサーもつき易くなると思います。

8

スキーに限った現象かもしれませんが、現状、トップ選手を参加させるための特例制度が優先され
ており、国民の祭典の方向では無くなっている。この現象は、各都道府県とも勝つことを目的にし
ており、考え方４の都道府県対抗の状況やそれに紐づく県内の強化費獲得とも密接に関係してい
る。
この辺りも議論・検討していかないと「トップ選手の参加」と「全国民的なスポーツの祭典」の両立
は難しいのではないかと思う。

9

基本的に賛成です。注目されるイベントであるためには、トップ選手が集まることは必要な要素だ
と考えます。ただし様々な条件を考えれば、どの競技団体においてもこの大会が最高峰のものに
位置付けられるよう調整することは現実的ではなく、強化の要素は薄くなると考えます。強化とい
うよりは普及や育成、地域活性の観点で、子どもたちに夢を与え、県民にとってスポーツを楽しむ
ために、できる限りトップ選手が出場できるよう働きかけ、競技団体がその意義を理解して協力し
ていくことが望ましいと考えます。

10

世界レベルの競技大会が肥大化していく中で、なぜ国スポを開催するのか、他の大会との差別化
を図りながら、その目的を明確にする必要があると考えます。トップ選手による競争の場として選
手を育成するのか、目的を定めることにより、大会の方針が決まり、方向性、手法も具体的に落と
し込むことができると考えます。

全国知事会「3巡目国スポの見直しに関する考え方」
に対する有識者会議委員　意見聴取結果　 詳細版
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11

国スポは、エコシステムを構築して持続的に開催できるよう、アスリートの育成・活躍と開催地域の
魅力の体験を両立し、スポーツに関わる全ての人々が交流する大会を目指す。そのためには、価値
を高めて関係者全てにメリットがある大会へ変革する必要がある。また、MLBオールスターのよう
に試合のある日に留まらず1週間単位でフェスティバル（開催都市の魅力　グルメ等の発信も）の
ような開催も検討し、県外からの来訪者が競技以外にも開催地の魅力を楽しめるプログラムを導
入する。・競技団体・選手：強化・普及・関連事業者：経済的利益・行政・自治体：地域活性（地域の魅
力体験）・観客：トップアスリート参加による魅力向上

12

国スポ開催意義の内容については理解しますが、トップ選手も集まり、国民から注目され、アス
リートの活躍育成の場となり、スポーツ文化の醸成、地域振興に貢献、持続可能な大会と、これを
全てこの国スポで実現することは可能なのでしょうか？もう少し、何を1番重要視しているのか、
ある程度優先順位を決めなければいけないと思います。それに応じた、大会の形を考えるべきだ
と思います。理想は素晴らしいですが、現実問題落とし所を考える必要があると思います。

13
世界転戦をするトップ選手の出場を主軸に置くのは物理的に難しいと感じます。特に冬季競技は
時期や日程的にトップ選手達の出場は難しいです。一方、昨今ニュースにもなる全国大会廃止の現
状も考えると国スポの役割や受け皿になりえるのでは？と佐賀視察をさせて頂き感じました。

14

国体の当初の目的は達成されていること、競技によってレベル感が様々な現状（大会全体のクオリ
ティに影響）、また何より開催都道府県の財政的負担、人的負担を鑑み、廃止も含めたゼロベース
での検討に賛成します。全国障がい者スポーツ大会については、地域の障がいのある一部の方に
とってモチベーションになってる一方で、競技性より社会参加、平等の精神に重きが置かれ、競技
力向上を目指す国スポと方向性が違う現状もあり、何より開催県に大きなご負担があると思いま
すので、同じようにゼロベースでの再検討が大切であると考えます。

15 国民的な「スポーツの祭典」の視点からこれまでの開催意義を見直す時期にきているように思う。

16

国スポは、我が国が唯一法的に開催を定めたスポーツ大会であり、単なる競技会にとどまらず、ス
ポーツ文化をけん引する展示会的な意義を有する。そこで、年間を通じて、開催都道府県はスポー
ツ博覧会的な発想で参加都道府県を紹介するパビリオン的な事業をサポートし、また新しいス
ポーツ器具やサービスを紹介するスポーツ展示会的な事業も開催すべきである。さらに、競技団
体の理事会などの会議を開催都道府県で開催することで最新のスポーツ情報が得られるような
重要なイベントとしていくことが望ましいと考えます。

17

高齢化が進む日本社会では、年代や多様性を包摂する国民生涯スポーツを軸に据えて、社会変革
や地域振興を考えていく必要があると思う。トップ選手の参加（例えば、市民マラソン大会のよう
な招待枠や、登竜門的種目）を維持しつつ、高齢者から若者、障害者など、人々にいかに参画して
もらい、楽しんで体を動かしてもらうかを主眼に据えた工夫を拡大し、開催意義の明確化を試みて
はどうか。パリ五輪・パラリンピックの「開かれた大会」のあり方も示唆になる

18

国スポ・障スポは歴史ある国内最大のスポーツの祭典であり、その意義などを今日的視点で見直
したとしても、引き続き毎年開催する必要があると強く感じております。我々宿泊施設としても、
アスリートをはじめとする関係者の皆様に気持ちよく滞在していただくことはもちろん、さらに、
それぞれの地域ならではの最高のおもてなしをさせて頂き、地域のファンになって帰って頂ける
よう頑張らせて頂きたいと思います。引き続き、全面的に協力させて頂きます。

19

1946年に始まった国体の役割は十分にその目的を達成していると思います。その意味では「ス
ポーツの普及及び発展、地方文化の発展及び地域振興」という目的に基づき県同士の競争という
形態をとってきた大会から「アスリートの競い合い」という方向にギアを変えるべきだと思いま
す。長野オリンピックのカーリングやその後のスケートボードやスポーツクライミングのように、ア
スリートの競い合いを「見る「ことにより、それぞれのスポーツの認知、普及、拡大に繋がります。各
スポーツ競技団体の日本選手権はありますが、競技団体が一堂に会し、競い合うということにす
ることにより、メディアによる展開も可能になると思います。

20
スポーツはあくまで個人やチームが、楽しみを通して、身体の鍛錬と技や心を磨く行為だと考えま
す。結果を客観的に判断する為の勝敗は、あくまでその結果であると。
地域が即ち都道府県である必要は無いと思います。

21

前回のアンケートに「国民スポーツ大会のレガシー＆アクションプランを構築し、準備段階から実行
に移すこと」と回答しました。SAGA2024を視察し、山口知事よりSAGAスポーツピラミッド構
想の説明を受けました。同構想は、スポーツ文化（する、育てる、観る、支える、稼ぐ）の裾野を拡大
し、さらなるトップアスリートの育成につながる好循環を確立することで、スポーツの力を活かした
人づくり、地域づくりを進めるプロジェクトだそうです。なお、同構想は2018にスタートし、国民
スポーツ大会は長期目標を達成する一つの通過点と捉えられていました。同構想を知らずして前
回の回答に至りましたが、その考え方は一致しており、こうした取り組みが開催都道府県及び市区
町村で展開されるべきだと考えます。なお、オリ・パラ選手（トップアスリート）が参加するために
は、開催期間を通年で捉え、各競技ごとに実施時期を検討、調整する必要がありますが、一方で少
年の参加時期を合わせるためには学校授業との調整が必要になります。また、適切な施設を活用
するための広域（複数県）の開催や、開催経費の見直しと節減策を多角的に行うべきだと考えま
す。
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２　「開催頻度」について

1

・大会開催の頻度については、競技選手のモチベーションや参加機会等を考慮し、多くは、現在の
開催頻度でよいという意見である。
一方で、大会開催により過大な財政的・人的負担が生じるため、少数ではあるが開催頻度を少なく
する方が良いと意見がある。

2 「毎年開催」に賛成である。

3

開催頻度については、県の財政や人的負担を考慮すると、毎年ではなく隔年開催が適しているの
ではないかと考える。毎年の開催は準備や運営に関わる多大なリソースが必要であり、県にとっ
て持続的な負担となりやすい。隔年開催にすることで、県ごとの負担が軽減されるとともに、大会
の質の向上や選手育成にも十分なリソースを割くことができるのではないかと考えられる。

4

「毎年開催を支持」
※全国障害者スポーツ大会は、国民スポーツ大会の後に開催されてきた歴史的な経緯もあり、開
催県での準備も平行して実施していただくなど、多くの利点を得てきた。障がい者のスポーツの
振興を考えると毎年開催を支持する

5
毎年開催が良いと考える。隔年開催にすると、タイミングが悪く国スポに出場できない選手も出て
くる。多くの国民を巻き込むということを考えると、毎年開催することが望ましい。

6 毎年開催で良い。

7
社会人のみが対象で、２年に１回の開催がいいのではないでしょうか。それにより大会価値が上が
り、各大会への家族の応援なども増え、訪問者数の増加、経済効果へとつながると思います。

8

毎年開催を維持するためには、開催・運営負担軽減を考慮し、開催方式や運営体制、財政状況の見
直しが不可欠であると考えます。複数都道府県による分散開催、開催期間の見直し、既存設備の
有効活用など、自治体の税制負担や運営負担を軽減できる仕組みを作ることができれば、毎年の
大会実施が可能であると考えます。

9 青少年アスリート育成の観点から毎年開催とする。

10
全てのトップ選手の参加を望む大会にしたいのであれば、4年に1回
そこを望まないのであれば、選手の強化を考えると年に1回が理想だと思います。

11
個人的には毎年開催が望ましいと思いま。しかしトップ選手に依存しない主軸の置き方や意味合
いが重要だと感じてます。

12 毎年開催に賛同します。

13
開催頻度は毎年実施すべきと考えるが、開催都道府県を複数とすることで、ひとつの都道府県の
負担を減らすことも検討すべきである。

14 簡素化・効率化に賛同。隔年開催も検討すべきでは
15 引き続き毎年開催する必要があると強く感じております。

16

「日本国内でのオリンピック」という位置づけから、4年に1回にすべきだと思います。アジアのオリ
ンピックであるアジア大会もそうであり、ワールドカップサッカーやラグビーワールドカップとも4
年に1回です。これらと同様にすることにより、選手もそこに照準を合わせて準備することができ
ます。

17 特に子供達の成長と学年を考慮して、毎年行うべきだと思います。
18 賛同します。
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３　「大会の開催時期及び開催期間」について

1

・現在の開催時期及び期間で問題ないとの意見がある。
一方で、開催される自治体によっては、行楽シーズンと国民スポーツ大会開催が重なることもあ
り、宿泊場所や大型バスなど交通機関の問題が生じるなどのため、さらなる弾力化を図ることを
求める意見もある。

2

　会期について、開催基準要項では、上記のとおり、定められているが、現状においても、日本ス
ポーツ協会と協議の上、「会期前競技」の実施が認められており、一定、弾力化は図られているも
のと認識している。具体的に、ＳＡＧＡ２０２４では、９月５日～９月１７日、９月２１日から１０月１日と
いった２回の会期前競技を行っている。また、滋賀国スポにおいても、９月６日～９月１５日、９月２
１日～９月２５日と２回の会期前競技を行う。
　また、これだけ「会期前競技」が定着している状況において、現状の「会期前」「本会期」という考
え方や整理が適当であるのか、という点について検討が必要である。

3

開催時期については、学生が参加しやすくするためにも、学校を休まなくて済む7月下旬から9月
中旬までの期間が望ましいと考える。この期間であれば、学業に影響を与えず、学生アスリートが
参加しやすい環境が整う。また、冬季大会の開催時期については現状の1月から2月のままで問題
ないと考えている。

4

「開催時期は、気候的に温暖な時期を選んで実施していただきたい」
※現在の国スポの秋季大会の後、全国障害者スポーツ大会が実施されるが、10月末となってしま
い、気温が下がり冷え込むことが多い時期に入っての開催となっている。障がいによっては、寒さ
に弱い選手もおり、その中での競技をやらなければならない状況は改善していただきたい

5
現在既に夏季大会と秋で開催されている。天皇陛下がご臨席される秋の大会は、その期間で行わ
れている。現在と同じような期間で開催するのが望ましい。ただし、開催時期、期間については、そ
れぞれの種目の特性に合わせ、柔軟に対応することが望ましい。

6 現状の開催時期で良い。

7

開催時期や期間に柔軟性を持たせる方針には賛成です。特に、宿泊施設や交通機関の負担が大き
い地域では、観光シーズンなどの繁忙期を避けることで、施設の確保も容易となり、財政面の改
善、地域への負担も緩和されると考えます。また、地域の気候や地域行事などの実情に合わせた
時期設定も考慮すべきではないでしょうか。

8

気候変動の影響により開催時期が限られる要素を考慮しつつ、トップアスリートやそれに準ずるア
スリートの参加が大会の価値向上に不可欠である。よって、そのような選手が参加可能で目指す
べき大会にするため、開催時期・期間は柔軟な対応が必要である。また、他競技との交流機会を創
出し、同時に運営コストに影響しないようコア開催期間を設定しながら、競技毎事情を考慮して大
会カレンダーの早期調整を行う。

9
各競技団体によって望む時期は変わってくると思います。今現在適切と思う時期は回答できませ
ん。

10

冬季競技に限った視点ですが3月中旬以降5日間がよいかと思います。理由としてはアルペンや
多種目を開催するスキー場は昨今インバウンド受け入れで価格が高騰していること。同時に
12,1,2月は繁忙期で宿泊含めた受け入れ側の問題が毎年増えています。然しながら開催時期が
3月のデメリットは雪質や量が担保できない地域がふえてしまうこと。

11 簡素化の観点から開催期間の短縮が必要かと思います。

12
大会会期は、競技団体ごとに要望をつのり、年間を通じて集中することがないようにすることで
開催都道府県の負担を減らすとともに、年間を通じたスポーツプロモーションが可能になると考
える。

13 弾力化に賛同。ただし統一感が失われないよう工夫が必要

14

開催時期については、ある程度の期間は設定しないと、いつ開かれる大会なのか分からず、大会
自体の認知度が低下するおそれがあると思う。ただ、現在の「本大会は9月中旬から10月中旬」と
いうのは、限定され過ぎている印象なので、２～３か月ぐらいの幅は持たせたほうが開催都道府
県の負担が軽減されるのではないかと思う。

15

　国策による後押しのお陰もあってインバウンドを含めた国内外の観光が活況であり、客室の確保
が難しいケースも生じており、できれば観光のピークシーズンを避けるなど、その開催時期につい
ては柔軟な対応をお願いします。
　また、スポーツ大会固有の事情として、大会の期間中部屋を予約して頂いていたにも関わらず、
早い時期に敗退が決定し、その後の宿泊がキャンセルになってしまうことについては、受入宿泊施
設にとっては大変重要な問題です。2025年の滋賀大会においては制度の見直しをして頂き、宿
泊業界としては感謝の気持ちでいっぱいですが、引き続き、今後の大会においても受入宿泊施設
の負担が生じないような対応をお願いします。

16
夏も冬も土曜日の開会式に始まり、翌週の日曜日の閉会式に終わるという９日前後で良いのでは
ないでしょうか。

17 夏季と冬季に分けるのは環境や会場の状態から仕方ないかと思います。
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４　「大会形式及び総合成績・得点方法」について
1

・大会形式（都道府県対抗）について、人口の都市部への集中など人口規模に地域差があり、今後、
この形式が成り立つのか課題もあるため、見直すことも必要であるとの意見がある。

2

　競技力向上、開催県の盛り上がりを踏まえて、都道府県対抗による総合成績については維持す
べきと考える。ただし、個人種目と団体競技における最大８倍差がある競技得点のあり方等につ
いては、個人競技への参加アスリートのモチベーション等を踏まえ、検討すべき課題である。なお、
特に顕著な成績をあげた個人表彰については、ＳＡＧＡ２０２４では、市町、競技団体、県が一体と
なり、新たに「The Good Player of SAGA２０２４」（例：新記録賞、MVP等）を設け、取り組ん
だところ。また、冬季大会と本大会の得点を合計するのではなく、競技の特性等を踏まえ、別々に
総合成績を出すことについて検討すべきである。

3

得点方法については、国スポをどのような大会にしていくか、また大会に参加する意義を十分に
考慮した上で再検討が必要であると考える。例えば、参加者の競技力を適切に反映し、より多くの
選手がやりがいを感じられるような得点システムを導入することが望ましい。加えて、個人やチー
ムの成果だけでなく、地域の活性化やスポーツの普及を促進する観点も重要である。これにより、
参加者が大会に対してより大きな価値を感じられるような形式が求められると考える。

4
「総合成績・得点方法」については、内容、実情を把握できていないので、皆さまのご意見を参考に
させていただき、考えていきたい

5

天皇杯、皇后杯とも下賜していただき、それを目指して競っていることに問題はないと思う。しか
し、東京などの大都市、そして開催県などのフルエントリーしているところが勝つ仕組みになって
いること、つまり、この得点の換算の仕方、一般の国民がグラスルーツで参加しその特典の重みを
上げることで、都道府県対抗がより注目される大会にできないか。スポーツ関係者のみが注目し、
開催県だけが盛り上がっている大会ではなく、本当に都道府県の順位が毎年競い合えるような大
会にしていくべきである。

6 競技成績のみで得点争いをする。

7

都道府県対抗で競うことによって、国スポのための一時的で過度な選手強化や、人口規模が小さ
い県が不利になる現状を考えると都道府県対抗で総合優勝を決めるよりも、オリンピックのよう
に個人種目または団体種目での選手間の競争にし、都道府県間の競争にすることも検討していく
べきではないでしょうか。

8
現住所ではなく出身地での参加を堅持しつつ、SAGA２０２４のウルフ選手の様な参加形態も人数
制限の上で行うことも検討する。フェアプレイ賞等の成績以外の項目を評価する賞の設定する。

9
総合成績などを県対抗にするのであれば、オリンピックのようにメダル数で表示すればいいと思
います。今現在の得点方式は分かりにくく、客観的に見て注目されるシステムではないと思いま
す。極端なことをお伝えすると、なくしてもいいと思っています。

10
総合成績や特典を明確に理解している訳ではないが、人口比も計算式に導入する事で小さな県で
もチャンスが生まれるのかもしれない。

11 主催開催道府県の負担から主催都道府県のフルエントリー制も再考しては如何でしょうか。

12
総合得点ではなく、個別の競技種目ごとのメダルと入賞とし、オリンピック精神を援用して都道府
県ごとの獲得数は公式にはカウントしないことも検討すべきである。

13
再考に賛同。スポーツの成績のみではない表彰の仕方を工夫すれば、開催意義の新たな方向性を
示すこともできる

14

「主催都道府県のフルエントリー制」については、開催都道府県の選手が参加しやすく、意識などの
醸成に役立つのであれば維持する方向に賛成だが、負担になっているのであれば、実情に応じて
柔軟に対応できたほうがよいと思う。また、総合成績を都道府県対抗で競う方法は競技人口が多
い都市部の都道府県が有利になるので、再考には賛成。

15

競技出場時に個人名と自治体名の併記を必ず実施することにより、選手の国スポ出場インセン
ティブを高めることが重要と考える。また、総合成績を都道府県対抗で競いつつも、中核「開催県」
への特別表彰と競技ごとの優秀者に対する個人、団体の表彰に徐々に軸足を順次移行させるべ
きである。

16
スポーツである以上、それぞれの競技のルールに従った順位の決め方で良いと思います。すなわ
ち、日本国内の金、銀、銅を決めるというものです。

17
所属団体が分散化する中、都道府県単位での競技でなく、個人やチームに集中する時期に来てい
ると思います。白赤の勝敗に拘り歌が疎かになっている紅白歌合戦の運動版になってはいけませ
ん。

18
各競技種目での都道府県対抗、個人表彰、団体表彰等については賛同します。なお、総合成績につ
いては、各都道府県の選手、指導者、育成環境（施設や助成支援等）他の諸条件を考えると表彰の
必要はないと思います。
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５　「総合開・閉会式」について

1
・開催都道府県の意見を尊重すべきであるが、総合開・閉会式は、事前準備や警備体制の整備を含
め、人的・財政的負担が大きいと思われるため、規模の縮小や簡素化に向けた見直しを行うべき
ではないかという意見がある。

2

　ＳＡＧＡ２０２４では、日本スポーツ協会と協議の上、総合開会式は約１万人収容のスタジアム、総
合閉会式は約6,500人収容のアリーナで開催している。
また、式典については、開催基準要項上、「式典の所要時間は、原則として60分以内とする。」と定
められており、実施項目についても、総合開会式であれば、開会宣言など10項目が必須事項であ
り、大幅な簡素化が必要とまでは考えていない。
　また、SAGA2024では、入場行進と式典前演技を一体的に行うなどし、短縮化に取り組んだ。

3

開会式と閉会式については、屋外ではなく屋内施設を利用するべきであると考える。屋内であれ
ば、天候に左右されることなく、参加者全員が快適に式典に参加できる環境が整う。また、屋内施
設は音響や照明の設備が整っているため、式典の演出やプレゼンテーションがより効果的に行え
る。このように、参加者や観客にとって記憶に残る体験を提供するためにも、屋内施設の利用が望
ましいと考える。

4

「式典の簡素化」については、賛成
「屋内施設での開催」については、各開催県での施設の状況等を踏まえ慎重に考えるべき。
そのような屋内施設で開催ができない（そのような施設がない）県もあるので、選択できるように
してはどうか。
※2024年の佐賀大会では、閉会式を佐賀アリーナで行い、全選手団を収容した
※2026年の青森大会では、開会式、閉会式をマエダアリーナで行い、選手団内で人数を制限し実
施予定（競技毎に「開会式＋競技」、「競技＋閉会式」の２つに分類し実施を計画）

5
総合開・閉会式については、現在の通り行うべきと考える。屋外、屋内問わず、2～3万人を収容で
きる施設は、各都道府県にあるべきである。スポーツだけではなく、防災の観点からも、様々な角
度で利用できる施設を持つべきである。

6
アスリートファーストで考えれば、一番スリム化できるところは総合開閉会式だと思います。各会
場で行えば、より地元密着で盛り上げられるでしょう。

7
施設基準を見直すことは賛成ですが、できるだけ注目をしてもらえるような工夫は必要かと思い
ます。式典を簡素化しすぎると、そもそもやる意味自体も薄れる気がします。

8

天候に左右されない開・閉会式開催の施設基準の見直しに賛成いたします。また、JSPOが示す現
行の式典開催要項では「60分以内で、できるだけ簡素なもの」とされていますが、実際には式典
自体は60分程度であっても、式典前のオープニングプログラムが数時間にわたって行われ、全体
として長期化しているのが課題であると考えます。全国知事会から大幅な簡素化が求められてい
る現状において、式典やオープニングプログラムについても残すべきものと省くべきものを精査
し、必要な部分を厳選していくことが重要だと考えます。さらに、JSPOから炬火点火が必須とさ
れている点も、開催自治体の負担増につながっています。炬火点火が本当に必要か再検討し、不
可欠と判断された場合には、毎回新たに費用をかけて炬火台を準備するのではなく、各自治体で
共有するなどの仕組みを整えることも検討すべきではないでしょうか。

9
天候に左右されない屋内施設での開催は賛成。また、屋内施設のメリットを活かしてエンタテイメ
ント性のステージプログラムも有料観覧として収益創出の点でも検討すべきである。

10 各都道府県が負担と感じるようであれば簡素化に賛成です。
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11

佐賀視察で新しい国スポを体感しました。簡素化する事や最適化は経済合理性から理解できま
す。しかし今後全国大会が減る中、もしかしたら国スポが種目に応じた全国大会の役割を担えるの
かもしれない？と安易ですが思いました。オリンピックでは各国がハウスなどプレデンスを高める
中、国スポでは各都道府県のPR並びに交流や交渉の場になりえるのではないか？とも安易です
が感じました

12

こちらについては三巡目を待たず、二巡目から「屋内」「簡素化」で見直しを行う方がいいのではと
考えます。
開閉会式は長時間の拘束時間となることが多く、特に障がいのある選手にとって移動（装具利用
の歩行や車いす等）や待ち時間が長時間となると、試合前の負担や故障に繋がる恐れもあり、簡
素化がより望ましいと思います。

13 簡素化が必要です。

14
年度で考えるのであれば、開会式は4月、閉会式は3月としてともにアリーナなど天候に左右され
ない式典とすることも検討すべきである。

15 簡素化、室内でも開催可とする方向性に賛同　オンライン併置で規模縮小に対応を

16
開・閉会式の施設基準の見直しや式典の大幅簡素化には賛成。開・閉会式の屋内開催については、
開催都道府県の裁量で選べるように、「屋内開催を基本」ではなく、「屋内開催も可能」としたほう
がよいのではないかと思う。

17

一番大事なことは、メディアでの放送・配信です。競技場に足を運べない人が、競技の感動を感じ
ることができるのはメディアによる放送・配信のお陰です。高校野球でも入場式と閉会式がありま
す。オリンピックのように派手にすることは必要ありませんが、見る人の感動を創り出すことので
きるようなものを目指したいです。

18 より競技そのものに集中していいと思います。

19
前述のとおり、開催期間を通年で考えれば、開催経費の見直し・節減を含め、屋内開催を基本にす
ることに賛同します。ただし、開催都道府県のレガシー＆アクションプランに鑑み、屋外施設での開
催を希望する場合には認めるべきだと思います。
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６　「開催地及び競技施設」について

1

＜開催地について＞
・持ち回り形式とすることで、自治体のPRに繋がることや、大会開催を契機に老朽化した施設の
大規模改修の好機となるなど、現在の形式のままでよいとの意見がある。
　一方、各都道府県単位ではなく、ブロック単位などの広域な開催を可能とすることや、競技人口
の少ない種目や競技施設の整備状況によっては開催地を固定化してはどうかとの意見もある。
・また、自治体によっては財政的、人的負担の問題など、様々な実情があることから持ち回り形式
ではなく、手挙げ方式がよいとの意見もある。
＜競技施設について＞
・過度な設備投資は大会後の維持管理に大きな財政負担を生じさせるため、競技そのものに大き
な影響を及ぼさない施設・設備（観客席など）は、可能な限り既存のまま活用できるようにして欲
しいとの意見がある。

2

　ＳＡＧＡ２０２４では、県内の施設整備状況等を踏まえて、県外で４競技を開催し、施設整備経費の
軽減に務めた。
　また、施設整備基準については、弾力的な運用がなされている競技もあることから、競技団体な
ど関係者においては、これまで以上に、開催市町村の負担軽減に向けて、前向きな姿勢での調整
をお願いしたい。

3

開催地については、ブロックごとに設定することも有効であると考える。この方法により、地域ご
との特色を生かした大会運営が可能になり、参加者や観客の移動負担も軽減される。また、国ス
ポを契機に新しい競技施設の建設や既存の競技施設の改修を求めるような取り組みは、避けた方
が良いと思われる。無理に施設を整備することで、予算や資源の浪費が発生する可能性があるた
め、既存の施設を最大限に活用し、地域のスポーツ振興に資する形で大会を開催することが重要
であると考える。これにより、持続可能なスポーツ環境を築くことができる。

4

「施設選定の基準」については、開催県の実情に応じて弾力的に対応していく必要があるが、国ス
ポの開催と同様に全国障害者スポーツ大会が開催されることを踏まえ、施設のバリアフリー化や
障害者が利用できるトイレなど、多様な選手、観客が来場し、観戦できる視点も入れて検討をお願
いしたい

5

開催地については、持ち回りで行っていくことが望ましい。国スポで変わるのは、スポーツ施設だ
けではない。50年に一度、回ってくることによって、様々な施設整備が進むことは、スポーツの観
点からだけではなく、必要なことと考える。①多くの競技団体が求める施設基準をもう一度見直
すべきである。すべての種目を、その持ち回りの県で行う必要はなく、それぞれ施設基準が整った
施設のある県で固定開催することも考えるべきである。しかしながら、陸上など、主となるスポー
ツについては、持ち回り式の開催地で行っていくことが望ましい。②開催可能な競技施設を有す
る都道府県で行うことに大賛成である。③大賛成である。

6
基本的に賛成です。開催地の盛り上げのためにはある程度分散はしないとしても、周辺の都道府
県と協働し、できるだけ無駄のないように努めることは必要だと考えます。

7

持ち回り形式を維持しつつ、人口減少や財政負担の増大に対応するために、複数都道府県の開催
を認める方針には賛成です。国スポのために新設するのではなく、他県の既存施設の利用や施設
基準の見直しなどを行うことで、開催県の財政に過剰な負担をかけず、最低限の基準を保ちつつ
周辺自治体と協力できる体制を築くことが望ましいと考えます。これにより、その地域一体でのス
ポーツ振興や地域経済の活性化が図れるのではないでしょうか。

8

トップアスリートの参画を促すためには、競技基準に則った施設や器具は必要となる。よって、イン
ターハイの様に複数県にまたがるブロック制または一部競技会場の固定化・聖地化を検討する。ま
た、陸上競技の様に非常に多くの選手関係者が集まる競技や、既に聖地化されているバスケット
やサッカー等については固定化について導入の検討が必要である。（国立競技場の利用も含め）
尚、その際は周辺の宿泊施設や駐車場など交通・宿泊環境についても考慮する必要がある。

8 / 13 ページ



9
競技によっての開催場所の固定化は賛成です。
既存の施設の活用を考えていくべきだと思います。（県で新設意向が無い場合に限る）
施設基準についても各競技団体と柔軟に対応していく必要もあると思います。

10 冬季競技側の意見ですがオリンピック同様に分散開催も検討してもよいかと感じます

11
競技会場の聖地化やオリンピックレガシーの有効活用の案は参加選手にとってもモチベーション
となると思います。

12

例えば、本大会は北海道、東日本、西日本、九州のブロックの持ち回りで特定のブロック内（種目を
固定化して）で、あるいは特定の地方自治体での、恒久開催（固定化）等も議論の価値はあるよう
に思います。4年ごとに一度の開催になると財政的にも、種々の負担も軽減されるようになると
思います。

13

各都道府県の持ち回りを維持すべきである。この結果として、開催都道府県において施設の改
修、新設が進められることも考慮すべきである。また地方債の発行など、政府の支援体制も確認
すべきである。競技者が少ない競技は、競技団体とも協議の上、施設整備が進まないことも考え
られるため、開催地を固定化することも検討すべきである。競技実施に関わる基準をクリアできな
い場合も競技団体と協議の上で実施基準を満たす開催都道府県以外の会場を選定することも可
能とすべきである。

14
愛知名古屋アジア大会の事例のように、会場施設の柔軟運用は時代の流れであり賛同。ただし、あ
らかじめ開催基準の柔軟化を打ち出し、競技側がハイスペックを求めるがための県外開催には歯
止めを。

15 費用削減の観点から極力簡素化すべきである

16
各都道府県の競い合いというものでなくなる以上、会場は固定しても良いと思います。また完全
固定ではなく、開催できる施設と財源があるところの立候補という形で、複数の場所ということ
もあり得て良いと思います。

17

都道府県単位ではなくとも地域で持ち回りを行うのは、地域の活性化と参加競技者のモーチベー
ションには有効です。
一方で費用削減とオリンピックやワールドカップなど国際競技会との関連付けを考えると、2箇所
交互など固定化は検討すべきだと思います。

18
賛同します。特に冬季大会（屋外競技種目）については、気候変動を考えれば固定化は避けられな
いのではないでしょうか。
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７　「競技会及び参加者等」について

1

　選手監督の参加人数について、競技によっては多数の選手が出場できる事例もあれば、控え選
手が登録できない過少人数の競技も存在する。
　また、ブロック予選がない種別があるなど、競技によって参加要件が様々である。競技の特性を
考慮したうえで、過不足のない参加人数の検討が必要であると考える。併せて、時代のニーズに対
応した実施競技の精査も検討の余地があると考える。

2
「競技会及び参加者等」については、内容、実情を把握できていないので、皆さまのご意見を参考
にさせていただき、考えていきたい

3

選手、監督、役員等の人数を、適正規模に見直すことは必ずしなければならない。審判員の資格基
準を緩和することには反対である。その競技団体がしっかりと審判員を養成していくことが必要
である。なるべくその県に近いエリアから、審判等を招集して行うことで、経費も削減できる。ま
た、5年程度前より開催地が決定していれば、そのためにその競技団体が、審判員を養成していく
ことをしっかりとやらなければならない。ここに記載するのが適切かわからないが、地域予選の在
り方を再考すべきである。8月の炎天下に予選を行うことで、選手、運営への負担、財政的な負担
等も生じている。すべての種目を持ち回りの開催地だけで行わなければ、ホテルの部屋数なども
含めて、夏に行われる予選の費用を回すことで財政負担を軽減できることにもつながる。47都道
府県から

4
パリ五輪のように、既存施設の有効活用、仮設設備の利用などで、過大な投資を控えることが出
来ると思います。

5
基本的に賛成です。ただ、各都道府県や競技団体の実情で出場チームごとの参加者の基準にばら
つきが出ると、大会としての意義が薄れ、結果価値を下げてしまう可能性があるため、基準の作り
方には留意が必要かと思います。

6

特に人口が少なく財政的にも余裕がない県にとっては、大会開催の負担が大きく、この負担がさ
らなる財政力の格差を生じさせる可能性があるのではないでしょうか。国スポがスポーツ振興醸
成や地域振興も目指した開催とするのであれば、財政力の格差を増長させるような国スポの開催
は本来の目的に反するものだと考えます。各開催自治体の予算を見ながら、競技数や出場人数を
適正化していくことが必要であると考えます。

7
アーバンスポーツやeスポーツなど次世代を担う青少年の参画を促すためにもJSPOによる全体
の競技見直し（導入と廃止の両輪）と開催県による特別競技採択実施など特色を持たせることを
検討する。

8
時代の変化を受けて、ｅ スポーツやマインド・スポーツを実施競技に加えることを検討すべきでは
ないか。その場合、追加財政負担は当該協議団体に対応してもらうことを条件とすれば良い。

9
各競技団体では競技者登録も減る中、同時に指導者や審判なども減っている現状。国スポで求め
られるライセンスの緩和など検討しなければ物理的に維持が出来ないと感じている

10
適切な指導や審判ができる人材の育成にも寄与しているため、指導者資格や審判資格は緩和すべ
きではない。参加選手、指導者、審判を一元的に登録するシステムを開発し、それらの個人情報を
国スポのスポーツ推進、文化推進、自治体の活性化等に活用することを検討すべきである。

11
コモンウェルスゲームズ（英連邦大会）では、助っ人開催を請け負うグラスゴー大会が大幅な競技
の縮小を決めた。陸水など核となる競技は規定しつつ、各県が選択できる競技枠を設けるのも有
用ではないか。アーバンスポーツ、ｅスポーツなどへの範ちゅう拡大にも資すると考える。

12
日本一を決めるためのプロセスにすることにより、最終的には方式も人数も決まってくると思い
ます。

13

特に中学生と高校生に取って全中とインターハイとその上位に位置する国体が活動の大きな目標
でした。一般からは国体がこれからも頂点でしょう。が、開催側と監督側の負担は減らして競技そ
のものに集中すべきでしょう。部活動が校外クラブ活動に移行する中、参加人数と役員数の削減
は検討すべきだと思います。

14

大前提として、各競技種目は国際大会基準に則り、種目設定や採点方法を取り入れるべきだと思
います。これはトップ選手の参加やアスリートの育成を考えるからです。ただし、参加人数が増える
場合もありますで、大会経費の見直しに絡め、入場料や協賛金などの収入確保（拡大）も考える時
期だと思います。
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８　「財政負担の見直し」について

1
・人件費を含む運営経費や施設改修等の施設整備費などの大部分を会場地自治体が負担してい
る実態を踏まえ、経費負担の見直しや、国や日本スポーツ協会のさらなる財政支援を求める意見
がある。

2

　開催経費の大部分を、開催県、開催市町村が負担しているものと認識している。
　このため、大会全体の主催者は、日本スポーツ協会、文部科学省及び開催地都道府県であるこ
と、競技会の主催者はこのメンバーに加えて、日本スポーツ協会加盟競技団体等、会場地市町村
を含めたものとなっていることを踏まえて、開催経費の負担のあり方については、検討が必要で
ある。

3

財政負担の見直しについては、日本スポーツ振興センターの助成事業やtoto助成を積極的に活
用することが重要であると考える。これにより、開催にかかる費用を軽減し、地域のスポーツ振興
に資金を効果的に投入することが可能になる。また、法人版ふるさと納税を活用することも一つ
の有効な手段である。この仕組みを利用することで、地域外の企業からの支援を受けやすくなり、
地域のスポーツや文化活動に対する理解と関心を高めることができる。財政負担の軽減ととも
に、地域のスポーツ振興を促進するためには、多様な資金調達手段を検討し、柔軟な財政運営を
行う必要があると考える。

4
「財政負担の見直し」については、開催県に多くの負担が生じていることを把握しているが、国の
予算が増額されるならば、大会の目的、成果、そして社会に与える好影響に繋がる大会の在り方を
明確に示す必要があるのではないか

5

各開催都道府県の財政負担を減らしていくという考え方には賛成である。しかしながら、50年に
1度のスポーツ施設だけではない施設整備を行うチャンスでもある。国からの負担、県の負担をし
てでも、インフラ整備をしていかなければならないとも考える。各競技種目団体、参加者も応分の
負担（負担できない家庭にはサポートする仕組みを作る）をしていくべきである。Jスポも、この国
スポを多くの国民が注目する大会にすることで、もっとグラスルーツを押し出すことで、みんなが
自分の県を応援するような大運動会/スポーツ大会にしていくことで、マーケティング、放映権の
収入についても考えていくべきである。スポーツ振興くじについては、私の認識が間違っていなけ
れば、50％が財務省に行き、残りが当選金と、スポーツ振興に使われている。この国に行くお金を
10％でも低くすることで、よりスポーツ振興に当て、Jスポのスポーツ振興・改革に使っていくべ
きである。国、都道府県、市町村、Jスポ、JOC、各競技団体、みなが応分の負担をする覚悟で財政
負担を考えていくべきである。

6 公式ユニフォームなどに各都道府県で協賛企業ロゴを募集し添付できる仕組みを作る。

7
大会の価値が上がれば企業協賛も増やしていけると思います。国体への出場、活躍が地域におけ
るスポーツの活性化や健康増進につながっていくよう、社会に向けての発信を強化し、企業を巻
き込んでいければ、いい循環ができるのではないでしょうか。

8

国スポ自体が「稼ぎ」を生み出せる仕組みを作ることも重要なのではないかと考えます。現在、式
典と高校野球以外の入場チケットが無料になっているのを有料にすることも検討すべきではない
でしょうか。また、今年の夏のパリオリンピックでは、アーバンスポーツを中心にスポーツが１つの
コンテンツとして位置づけられ、観光客や地域の人々がエンターテインメントとしてスポーツを楽
しんでいる姿が見られました。観戦チケットを持っていない人でも入場料を払えばエリアに入るこ
とができスポーツだけでなく飲食や音楽ライブ、子どもが競技を体験できるコーナーなどが併設
され、スポーツに興味がない人も巻き込む仕組みが整えられていました。国スポも「全国民のス
ポーツの祭典」として、競技だけを実施する大会ではなく、スポーツを軸としたエンターテインメン
トコンテンツとして、他の要素と融合させながら幅広い層の関心を引き寄せれば、産業化の可能性
が広がり、資金を生み出せる大会になるのではないでしょうか。助成金、民間企業からの協賛金を
前提に計画することは非常に疑問を感じます。

11 / 13 ページ



9

大会の価値向上に向けて、開閉会式のエンタテイメント導入、トップアスリート参画による競技観覧
の有償化、民間企業プレゼンツの決勝戦等の実施など大会に関する様々な権利をビジネスに変換
することによる大会収益の増加。式典の簡素化やブロック開催・広域開催による施設整備費の大
幅削減など自治体負担の大会経費の支出減少を図る。なお、滞在の分散化により宿泊の逼迫の回
避にもつながる。

10
今現在の大きな問題としては、開催都道府県の負担というところだと思います。そこについては
見直し、検討するべきだと思います。

11
現行の大会開催のあり方が維持されるなら、式典・競技会開催費の1/2 以上は国及びJSPO で
負担することに賛同します。

12
公的資金に依存するだけではなく、入場料販売、協賛パートナーからの収入など、スポーツマーケ
ティングの知見を活かした収入増加策を検討する。選手、指導者、審判、関係者、チケット購入者の
個人情報を活用した収入増加策を検討する。

13 民間からの支援拡大や社会からの助力（クラウドファンディング等）も模索すべきでは

14

運営経費を極力圧縮すると共に
例えば以下のような増収策を検討すべきである。
・入場料無料制度の見直し
・競技団体毎、各競技開催場所毎のスポンサー制度の見直し
・関連グッズ販売、料飲販売の強化

15
国と開催と都道府県による負担としたら良いと思います。また財務的規模ですが、「大会の簡素化
や人的負担の軽減等」ということを確定した目標にするのではなく、国民のみんなが注目するよう
な大会にするために必要かつ合理的な規模とすべきであると思います。

16

教育に費用対効果や即効性を持ち込むべきではありません。生涯教育の大きな要素であるスポー
ツの国内の頂点である国スポを発展させる為には、都道府県への負担軽減と設備投資の削減を
行いよりスポーツそのものに集中する事と、国際大会への結びつきを重視すべきだと思います。
その財政的手段として、国の財政や企業協賛や個人寄付を増やすのは自然な流れです。

17
開催都道府県の財政事情・負担に鑑みれば、当然こうした考え方になると思います。一方で、国や
各組織の負担とありますが、どこまで現実的か不明なところもあります。従って、スポーツ振興く
じ等の活用や企業協賛の充実など含め、複眼的な思考での議論が必要だと思います。
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９　「２巡目への適応及び継続的な検証」について

1

　これまで以上に、「する」「観る」「支える」すべての人に「スポーツのチカラ」が届くよう、関係者が
不断の見直しを行うことは必要である。他方で、現状の制度・運用においても、ＳＡＧＡ２０２４のよ
うに新たに取り組めることはたくさんあるので、日本スポーツ協会、開催県、開催市町村、競技団
体などの関係者が、前例踏襲ではなく、新たなチャレンジをしていくことが何より重要である。

2

国スポについては、開催を希望する都道府県が自らの意志で開催することが望ましいと考える。
その際には、各都道府県の希望や状況を十分に聞き入れ、柔軟に対応するべきである。また、都道
府県だけでなく、都道府県スポーツ協会や都道府県競技団体にかかる負担が大きすぎる現状を鑑
み、マンパワーや金銭的なサポートを手厚く行う必要がある。具体的には、ボランティアの確保や
運営資金の援助を充実させ、地域のスポーツ振興を後押しすることが求められる。さらに、国スポ
の開催については、開催地のみならず全国レベルでしっかりと周知し、広く一般に認知されるよう
努めることが重要である。これにより、地域の活性化や参加者の増加につながると考える。

3
「見直し事項のうち可能なものについては、２巡目においても開催県の実情に応じて実現できるよ
う十分配慮すること。」とあるが、参加する選手のためという考え方も忘れずに慎重に判断しなが
ら実現できるようにする必要がある

4

必要なこと、より良いことへの変革は、いつでも始めるべきと考えます。一度に改革することは不
可能なので、少しずつでも改革し、3巡目を待たず例えば5年後を目処に大胆に、そんなことがで
きるのかと思えるくらいの理想的なものに変えていく必要があると考えます。例えば、国民の健康
に資すること、施設面含め防災への意識の啓蒙などの観点を踏まえてポイントを設定するなど。医
療費の少ない都道府県にポイントをつける、各都道府県の健康寿命割合をポイントとする、各都道
府県の小学校のスポーツテストの結果をポイントとする、各都道府県のスポーツ参加率をポイント
とする、各都道府県の人口比におけるスポーツ施設の割合をポイント化する、競技団体で行ってい
る既存の大会を、ポイントに組み入れる。例えば、全日本駅伝大会（男女）など。
その他コメントこれまで行ってきた国体の意義は、十分達成してきたものと思わる。そして、継続
可能な国スポとして、より多くの国民が参加し、注目できるものに変えていかなければならない。
ただし、天皇陛下、皇后陛下から下賜された、天皇杯、皇后杯のこの意義は忘れることなく、冬季
大会も含め、多くの都道府県が獲得するチャンスをもてるような得点配分の仕組み自体を変えて
いくべきである。

5
見直し事項を2巡目の途中からでも実現できるようにしていくことに賛成いたします。地域の実情
を鑑みながら、開催地毎に何を達成するかを明確にし、開催の準備段階から目標を定め、計画を
立て、実施していくことが重要なのではないでしょうか。

6
今般のSAGA2024のホスピタリティの取組のように、できることはトライアルで2巡目から実施
すべきである。開催県の選択制による開閉会式の屋内開催・エンタテイメント導入による観覧の有
料化やデジタルチケットの導入なども検討事項となる。

7
話し合いが進み、開催都道府県が賛同したものであれば、2巡目からの取り入れることに賛成で
す。

8

トップ選手や競技をエンタメ化するのはクオリティ含めて難しいと個人的に思っています。然しな
がら国スポの使い方や意味合い議論し、開催地域以外の役割やメリットが必要ではないか？国ス
ポのメディア化？など。安易ですが佐賀視察をして、まだ色々と可能性があるのではないか？と
思いました。

9

3巡目からの実施を基本とせず、可能な施策から実施することを基本とすべきである。例えば、ス
ポーツマーケティング施策はすぐにでもできることから着手すべきである。その際に、JSPOの組
織体制も強化することが重要である。また外部のスポーツマネジメント企業との連携も検討に入
れるべきである。

10 前倒し適用に賛同

11
上記で述べた通り、抜本的な方向転換を決定できるか否かにより、この点の議論は大きく変わり
ます。

12 都道府県単位開催を見直すなら、2巡目3巡目という考え方も見直すべきかと思います。

13 賛同します。
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